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独立行政法人防災科学技術研究所（理事長：岡田義光、以下「防災科研」）は、

内閣府の戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ)の課題の一つ、｢レジリ

エントな防災・減災機能の強化｣に係る研究開発を推進するにあたり、所内の推

進体制を構築するとともに、関係府省、共同研究開発機関、協力機関、研究開発

項目間との連携強化と、一体的な推進を図るため、１０月１日に「レジリエント

防災・減災研究推進センター」を設立します。なお、設立に際し、設立記念式典

を開催します。 

 防災科研は、｢レジリエントな防災・減災機能の強化｣の７つの研究開発項目の

うち、１、４、５の３項目の研究開発機関に、また項目２の共同研究開発機関に

選定されました。（参考資料） 

防災科研はこれらの課題の中心的な機関として、同センターを設立し、関係府

省等と連携を緊密に図りながら、全力を挙げて研究開発を推進します。 
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「レジリエント防災・減災研究推進センター」の 

設立について 

1.   設立の経緯 

 

 独立行政法人防災科学技術研究所（以下「防災科研」）は、内閣府の戦略的イノベ

ーション創造プログラム（ＳＩＰ)＊１の課題の一つ、｢レジリエントな防災・減災機能

の強化｣の７つの研究開発項目のうち、①津波予測技術の研究開発、④ICT＊２を活用し

た情報共有システムの研究開発及び災害対応機関における利活用技術の研究開発、⑤

災害情報収集システムおよびリアルタイム被害推定システムの研究開発の３項目の

研究開発機関として、また、②豪雨・竜巻予測技術の研究開発の共同研究開発機関（研

究開発機関：独立行政法人情報通信研究機構）として、平成２６年９月に採択されま

した。(参考資料） 

 防災科研では、「レジリエントな防災・減災機能の強化」の中心的な機関として、

平成２６年１０月１日にレジリエント防災・減災研究推進センター（以下「研究推進

センター」という。センター長：藤原広行）を防災科研本所（茨城県つくば市）に設

立し、研究開発の推進と関係府省、管理法人、共同研究開発機関、協力機関間や研究

開発項目間との連携に係る体制を強化することとしました。 

 

 *1：内閣府「総合科学技術・イノベーション会議（ＣＳＴＩ）」が自らの司令塔機 

能を発揮して、府省の枠や旧来の分野の枠を超えたマネジメントに主導的な役割

を果たすことを通じて、科学技術イノベーションを実現するために平成２６年度

に新たに創設したプログラム。ＣＳＴＩが重点課題として１０課題を選定し、こ

のうち、｢レジリエントな防災・減災機能の強化｣のプロジェクトディレクターは、

中島 正愛 京都大学防災研究所 教授。 

 *2：情報通信技術の略称 

 

【参考】内閣府ホームページ http://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/index.html 

管理法人（科学技術振興機構）ホームページ 

http://www.jst.go.jp/pr/info/info1048/index.html 

 

  

別紙資料 
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２．研究推進センターの概要 

 

  研究推進センターに、センター長、審議役、副センター長を置き、研究開発推進

のマネジメント機能を強化するとともに、これらの者が中心となって、関係府省等

との連携・調整を図ります。 

  また、４つの研究開発課題毎に、プロジェクトチームを編成し、所内研究者を結

集させるとともに、外部より専門家を招聘・採用いたします。プロジェクトチーム

には、プロジェクトディレクターを配置しプロジェクト業務を総括・管理します。 

さらに、必要に応じコーディネーターを配置するなど、共同研究開発機関、協力

機関等との開かれた連携を図ります。 

 

 ◯研究推進センターの人員 

 １０月１日現在 ４２名（逐次増員し、７０名程度となる予定） 

 

 ◯研究推進センターの主な役職・氏名 

 センター長  （兼・防災科研 社会防災システム研究領域長） 藤原 広行 

    審議役    （前・鹿島建設株式会社 知的財産部専任役）  天野 玲子 

 副センター長 （前・防災科研 特任参事）          阿部 浩一 

 

  「津波被害軽減のための基盤的研究」 

プロジェクトディレクター 

    （兼・防災科研 観測・予測研究領域 地震・火山防災研究ユニット 

地震・火山観測データセンター長）              青井  真  

 

    「マルチパラメータフェーズドアレイレーダ等の開発・活用による 

豪雨・竜巻予測情報の高度化と利活用に関する研究｣ 

 プロジェクトディレクター 

   （兼・防災科研 観測・予測研究領域 水・土砂防災研究ユニット長） 

         岩波  越 

 

   「府省庁連携防災情報共有システムとその利活用技術の研究開発」 

プロジェクトディレクター 

   （兼・防災科研 社会防災システム研究領域 災害リスク研究ユニット 

    副ユニット長）                    臼田 裕一郎 

     

「リアルタイム被害推定・災害情報収集・分析・利活用システム開発」 

     プロジェクトディレクター 

（兼・防災科研 社会防災システム研究領域長）       藤原 広行 
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３．研究推進センター設立記念式典 

  

なお、研究推進センターの設立に際し、以下の通り、記念式典を開催いたします。 

 

◯日時：平成２６年１０月１日（水）１０時～ 

 ◯場所：防災科研 研究交流棟（茨城県つくば市） 

 ◯次第（予定） 

  開式 

来賓挨拶      

  理事長挨拶    岡田理事長 

  センター長挨拶  藤原センター長 

  閉会 
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ＳＩＰ（戦略的イノベーション創造プログラム） 

課題「レジリエントな防災・減災機能の強化」の概要 

 

１．研究開発の意義・目標など 

自然災害の激化とそれを受ける社会の脆弱化、東日本大震災を経て芽生えたレジリエ

ンス（被害を最小限に留めるとともに被害からいち早く立ち直り元の生活に戻らせる）の考

え方を踏まえ、わが国が自然災害を克服するためには、「①最新科学技術の最大限活用」、

「②災害関連情報の官民あげての共有」、「③国民一人ひとりの防災リテラシー（災害対応

力）の向上」を新機軸とする研究開発事業を今こそ展開する必要がある。新機軸①によっ

て、「早い察知（予測）」、「予防力限界の事前把握（予防）」、「先手必勝（対応）」、要するに

「リアルタイム予測」を実現する。また新機軸②では、各府省が独自に収集する災害情報、

新機軸①の予測から得られる観測情報などを、官民あげてリアルタイムで共有する仕組み

を、ICT（情報通信技術）関連技術を用いて構築する。さらに新機軸③は、リアルタイム災害

情報の共有によっていざというときにもひるむことなく自らの意思に従って行動することがで

きるよう、国民一人ひとりの防災力の向上を目指す。 

 

２．応募者の要件 

国内の研究機関注１）に所属して、自らの研究開発構想に基づき、最適な実施体制により、

研究開発期間中、研究責任者として当該研究開発テーマを推進できる研究者。 
注１）「国内の研究機関」 ： 国内に法人格を持つ大学、独立行政法人、国公立試験研究

機関、特別認可法人、公益法人、企業などのうち、研究開発を実施している機関。 

 

３．研究開発項目および研究開発費の規模 

研究開発項目 研究開発費総額 

①津波予測技術の研究開発 ５．３億円／年 程度 

②豪雨・竜巻予測技術の研究開発 ３．２億円／年 程度 

③大規模実証実験等に基づく液状化対策技術の

研究開発 

１．８億円／年 程度 

④ICTを活用した情報共有システム及び災害対応

機関における利活用技術の研究開発 

２．６億円／年 程度 

⑤災害情報収集システム及びリアルタイム被害

推定システムの研究開発 

５．２億円／年 程度 

⑥災害情報の配信技術の研究開発 １．９億円／年 程度 

⑦地域連携による地域災害対応アプリケーショ

ン技術の研究開発 

１．２億円／年 程度 

（１件当たり１～４千万円程度） 

 

参考資料 
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ＳＩＰ（戦略的イノベーション創造プログラム） 

課題「レジリエントな防災・減災機能の強化」新規採択研究開発課題および研究責任者 

研究開発項目 研究開発課題（※１） 研究責任者 概要 

①津波予測技術

の研究開発 

津波被害軽減のため

の基盤的研究 

青井 真 

（独立行政法人 防災科学

技術研究所 観測・予測研

究領域 地震・火山防災研

究ユニット 地震・火山観

測データセンター長） 

適切な津波予測に基づき避難行動を促すことで津波到来ま

での猶予時間を最大限活用して被害軽減に資することを目

指し、日本海溝海底地震津波観測網(S-net)などの観測デー

タから遡上を津波検知後数分以内に推定するための技術、防

護施設の倒壊等を考慮した高精細津波遡上シミュレータ、可

視化手法、余震や連動性地震を適切に評価するための海底地

殻変動観測システムを開発する。 

②豪雨・竜巻予測

技術の研究開発 

マルチパラメータフ

ェーズドアレイレー

ダ等の開発・活用によ

る豪雨・竜巻予測情報

の高度化と利活用に

関する研究 

高橋 暢宏 

（独立行政法人 情報通信

研究機構 電磁波計測研究

所 センシングシステム研

究室 室長） 

ゲリラ豪雨や竜巻などの局地的な気象災害は急激に発達す

る積乱雲からもたらされるが、既存の観測技術では積乱雲の

発達に即した高頻度・高密度な観測が難しく、それが早期予

測を困難にしている。本研究開発課題では世界初となるマル

チパラメータフェーズドアレイレーダ（MP－PAR）等を開発

して積乱雲の高精度・高速 3次元観測を可能にし、それらに

よる予測技術の高度化とともに、交通機関や自治体等の利活

用に向けた研究開発を行う。 

③大規模実証実

験等に基づく液

状化対策技術の

研究開発 

大規模実証実験等に

基づく液状化対策技

術の研究開発 

菅野 高弘 

（独立行政法人 港湾空港

技術研究所 特別研究官） 

生活や生産活動を阻害することなく既存施設に適用可能な

地盤調査技術、液状化診断技術、液状化対策技術を開発し、

実務へ反映させ、効率的な対策や緊急・復旧活動支援を可能

にする。調査診断対策技術の開発は、事業継続中の沿岸コン

ビナート地帯を対象として実施し、耐震化を促す。同時に、
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道路網寸断のリスクとなる橋梁基礎の強靭化を目指した対

策技術の確立と普及に努める。各技術の開発においては、大

規模実証実験、数値解析、被災分析等を駆使して、実効性の

高い成果を目指す。 

④ICTを活用した

情報共有システ

ム及び災害対応

機関における利

活用技術の研究

開発 

府省庁連携防災情報

共有システムとその

利活用技術の研究開

発 

臼田 裕一郎 

（独立行政法人 防災科学

技術研究所 社会防災シス

テム研究領域 災害リスク

研究ユニット 副ユニッ

ト長／自然災害情報室 

室長） 

国全体で状況認識を統一し、的確な災害対応を行うために、

各府省庁、関係機関、自治体などが運用する災害関連情報シ

ステム間を連結し、情報を多対多で相互に共有して、統合的

な利活用を実現する中核的役割となる「府省庁連携防災情報

共有システム」と、災害派遣医療チームの派遣判断等の保健

医療支援及びため池決壊による氾濫予測等のため池災害へ

の対応をパイロットケースとした「共有された情報の利活用

技術」の研究開発を行う。 

⑤災害情報収集

システム及びリ

アルタイム被害

推定システムの

研究開発 

リアルタイム被害推

定・災害情報収集・分

析・利活用システム開

発 

藤原 広行 

（独立行政法人 防災科学

技術研究所 社会防災シス

テム研究領域 領域長） 

災害発生時の迅速な初動体制の確立や災害対応に資するた

め、地震、津波、豪雨等を対象に被害全体をリアルタイムに

推定、状況を把握することで概観でき、かつ詳細な推定によ

り町丁目単位でも利用可能な、高精度なリアルタイム被害推

定・状況把握システムを構築する。衛星データやソーシャル

メディアなどの各種情報分析により確定的な災害状況把握

を可能とするシステム、およびそれら情報を利活用するため

のシステムを開発する。 

⑥災害情報の配

信技術の研究開

発 

災害情報の配信技術

の研究開発 

熊谷 博 

（情報通信研究機構 耐災

害ＩＣＴ研究センター 

副センター長） 

災害時の過酷な環境下にあっても、住民等および災害対策関

係機関間における通信の確保に資する「通信・放送の多様な

情報メディア群を活用した災害情報配信」、「情報弱者等に

も対応した災害情報コンテンツの自動生成」、「被災地域の

災害対策本部等と被災現場間の通信の確保」などの技術を開
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発し、実証実験を通じて国内外への普及を目指す。 

⑦地域連携によ

る地域災害対応

アプリケーショ

ン技術の研究開

発 

地域協働と情報連携

による地域密着型減

災シンクタンク構想 

金田 義行 

（名古屋大学 減災連携研

究センター 特任教授） 

災害対応力強化のため、地域の協働・連携を促進し、自発的

減災行動の誘発や迅速な災害復旧に資する「減災情報システ

ム」を開発する。同時に、減災アドバイザリー機能を有し研

究・人材育成の核となる「地域密着型減災シンクタンク」を

構築する。日本の産業重要拠点である西三河地域での 3年次

の社会実証実験と 5年次の実装を経て、本研究「中核機関」

としてシステムを他地域へ展開する。 

巨大都市・大規模ター

ミナル駅周辺地域に

おける複合災害への

対応支援アプリケー

ションの開発 

久田 嘉章 

（工学院大学 建築学部 

まちづくり学科 教授） 

巨大都市では震災による直接被害、延焼火災や大群集のパニ

ックなどの２次災害、さらには水害の同時発生などの複合災

害への対応が必要である。本研究では大規模ターミナル駅で

ある新宿駅と北千住駅の周辺エリアをテストフィールドと

して、地元大学が拠点となり自治体・事業者・住民と連携し

て、平常時には災害リテラシーと対応力向上に努め、災害時

には適切な対応行動を行うことを可能とするアプリケーシ

ョン技術を開発する。 

津波避難訓練および

支援ツールの開発研

究 

矢守 克也 

（京都大学 防災研究所 

教授） 

最も効果的な津波被害軽減策とされる住民の避難対策に焦

点を絞り、地域住民がリアルな状況設定と適切な関連情報の

もとで避難を行うための訓練パッケージを開発する。具体的

には、近年新たな手法として開発された「個別訓練タイムト

ライアル」の手法を、より簡易かつ大規模に利用可能なスマ

ートフォンのアプリとして再構築し、かつ、訓練時だけでな

く緊急時の避難支援機能も有するツールとして開発・実装す

る。 

知見の構造化による 田村 圭子 過去の災害対応知の整理は進み、計画等に反映され対策に生
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Webアプリ「災害対応

チュートリアル」 

（新潟大学 危機管理本部 

危機管理室 教授） 

かされている。しかし「業務」「資源」「情報」3側面を構

造解析し、具体的に落としこまなければ、対応者には実現が

不可能である。3側面の業務関数モデルを明確にし「いまや

るべき重要業務の明確化」「人的物的資源の先読み」「業務

実施期間の見積り」等を、対応者が業務実施前にシミュレー

ションできるアプリケーション技術を開発する。 

被災者のヘルスリテ

ラシー向上を目的と

した地域の医療防災

ネットワークの構築 

―避難所・病院・自治

体・薬局をつなぐ新た

な試み― 

池内 淳子 

（摂南大学 理工学部建築

学科 准教授） 

災害時に、住民が避難所において医薬品情報を収集し、自治

体で集約する『医薬品供給ネットワークシステム』を開発す

る。また、災害時でもこのネットワークを支えるために、地

域の医療拠点（病院）の対応力向上方策を開発する。地域で

の防災訓練などで住民と共に開発システムの検証を行う活

動を通じて、避難所・病院・自治体・薬局をつなぐ医療防災

ネットワークを構築し、被災者のヘルスリテラシー向上を目

指す。 

地域防災の持続的向

上可視化アプリケー

ションの技術開発 

大佛 俊泰 

（東京工業大学 大学院情

報理工学研究科 情報環境

学専攻 教授） 

地域住民等が避難の開始、経路、手段などについて日頃から

自分で試し、状況をリアルにイメージすることのできる先進

的なシミュレーション技術を核とした地域防災支援アプリ

ケーションを開発する。これにより、地域の安全性について

継続的に関心を持ち、状況に即したとっさの行動がとれるよ

うになる。また、避難行動ルールを取り決める合意形成ツー

ルとして広く活用されるよう、シナリオ設定やデータ仕様の

標準化を図る。 

※１ 研究題目は応募時点のもので、今後変更する可能性があります。 

 

※平成２６年９月１２日 JST（独立行政法人科学技術振興機構）プレスリリースより抜粋 


